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研究成果の概要（和文）：本研究は，教員の専門性規準・基準を設けている諸外国の理論と実践から，日本にお
いて「大学の英語科教職課程で身に付けるべき力」と，小・中・高を通して育成するべき「グローバル・リテラ
シー・国際対話力」育成のための示唆を得ることを目的とした。米国，豪州，日本を対象国とし，教職課程での
学びの実態の相違を見るために，教職履修生を主な協力者として訪問，質問票，面接による調査を行った結果，
学校教育で育成すべき資質・能力を教職課程や学校カリキュラムに位置付けて保障すること，教科内容に関する
学力・学習の質（学びの深さ）を軸に汎用的能力との関係で検討することが重要であることが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：English has become the primary foreign language to learn and teach in many 
societies and countries as people response to internationalization and globalization. The goal of 
this study was two-fold; (1) to explore the professional competences of English language teachers 
and (2) to clarify ‘global literacy’ for Japanese learners of English. However, the definition of 
global literacy by the government (2000) may not be understood by the general public.  In this 
study, three educational contexts were examined; those of the US, Australia and Japan.  ESL is 
taught to non-native English students in the US and Australia where content standards and 
professional standards for pre-service English teachers are established.  Findings from longitudinal
 surveys and one-one-one interviews with pre-service teachers suggest that learning contents and 
processes need to be clarified and developed for future EFL teachers in Japan, enabling them to 
acquire the competence necessary to teach English.

研究分野：英語教育
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１．研究開始当初の背景 
 
1. 平成 23 年度（2011.4.）から小学校第 5・
6 学年を対象とした「外国語活動（原則的に
英語）」が日本の外国語教育史上初めて必修
領域となった。 
・ 現行の小学校外国語活動での「外国語へ
の慣れ親しみ」は必ずしも中学校で育成され
るべき「外国語表現の能力」「外国語理解の
能力」のレディネスとして設定されておらず，
目標と評価の視点から中学校外国語科との
整合性に関して課題があると考えられる。 
・ 小学校段階から始める一貫性英語教育の
実現を目指すための長期的・連続的なカリキ
ュラムと到達目標・評価の設定が不可欠であ
る。 
 
2. 日本において，戦後の教員養成改革は「大
学における教員養成」「開放制」の二大原則
によって展開されてきた。 
・ どのような資質の能力を備えた教員を養
成するのかという専門性基準を明確に示さ
ないまま，多くの大学・学部は授業科目を開
設してきた。単位の積み上げによる免許状付
与が前提であり，教員養成カリキュラム全体
の有機的結ぶつきについては不問にされて
きている。その結果，教職の専門性について
一致した見解が得られていない。また，大学
教員養成に関わる当事者達（大学教員，中・
高の教員，教育委員会指導主事，教職履修生）
の間の共通理解 
も希薄である。 
・ 教員養成・免許制度の在り方については，
文科省（2006）が「大学の教職課程を教員と
して最小限必要な資質能力を確実に身に付
けさせるものへ」「教員免許状を教職生活の
全体を通じて，教員として最小限必要な資質
能力を確実に保証するものへ」という「養成
段階からその後の教職生活までを一つの過
程」として捉える方向性を示している。 
・ 諸外国では教員の専門性基準や教員養成
スタンダードが策定され（米国，英国，ドイ
ツ，豪州，韓国など），教育効果の検証も（主
に量的に）進められている。 
 
２．研究の目的 
 
本研究は，「解釈主義的視点・枠組み
（interpretive paradigm）」を用いて，「大学
の英語科教職課程で身に付けるべき力」に関
して提言を行うことを目的とする。本目的達
成のために，「英語教員は何を，どのように
学ぶのか」という教員の専門性と成長を理論
的に，教職課程における｢学び｣の実態を文脈
的に探求する。具体的には，日本の(1)学校英
語の教育内容における一貫性の欠如，(2)教員
養成段階における教員の専門性基準
（professional standard）の不在に着目し，
教員の専門規準・基準を設けている諸外国の
「学び」の実態から，小・中・高を通して育

成するべき「グローバル・リテラシー・国際
対話能力」育成のための示唆を得る。 
 
３．研究の方法 
 
本研究の目的達成のため，教員の専門性基準
や教員養成スタンダードを策定している（1）
米国と（2）豪州，および（3）日本という 3
つの異なる文脈において，それぞれの教職課
程および ESL/TESOL プログラムが教師の
専門性や成長，とくに「グローバル・リテラ
シー」育成にもたらす教育効果を検証する。 
 
【1】平成 26年度（2014.4.-2015.3.） 
（1）米国 
カリフォルニア州立大学ノースリッジ校
（CSUN）教育学部の協力を得て，教職履修
生と大学院生（修士）を対象に「英語教員の
資質能力に関するアンケート(Professional 
Competences of English Language 
Teachers）」を実施した（12月～3月）。 
（2）豪州 
ウーロンゴン大学（UOW）教育学部の協力
を得て，2度訪豪した（8月と 3月）。1回目
は「AILA（国際応用言語学会）2014」（ブリ
スベン）にて研究発表後に，UOW での調査
打ち合わせ，同学区の小学校の視察調査（マ
ウント・ケイラ小; MKDS，フェアリー・メ
ドウ小; FMDS，へレンズバーグ小）を行い，
大学と教職履修生受入校との連携の実態に
ついて学んだ。2回目は，①UOW（打ち合わ
せ，教職科目 ESL 授業見学，教職履修生イ
ンターンシップ視察），②FMDS（校長との
面談，授業見学―ESL，リテラシー，数学），
③MKDS（授業見学―リテラシー，テクノロ
ジー）を行った。 
（3）日本 
東海大学（文学部英語文化コミュニケーショ
ン学科，課程資格教育センター），和光大学
（表現学部） 
 
【2】平成 27年度（2015.4.-2016.3） 
研究 2年目の平成 27年度は，研究対象国（1）
～（3）の大学 3 校の教員養成プログラムを
対象とし，教職課程での学びの実態に相違が
あるかを明らかにするための調査を実施し
た。 
 
[A]「英語教員の資質能力に関するアンケー
ト」（質問調査票とポートフォリオ調査） 
・質問調査票回答者―CSUN：29名（男性 15，
女性 14）（2014年 12月―2015年 3月），
東海大学：7名（男性 3，女性 4）（2015年
2月），4名（2016年 2月） 
・ポートフォリオ使用者―東海大学：計 25
名（2015年 4月－2016年 1月） 
[B]「規準・基準に即した教員養成プログラム」
の実態調査（半構造化面接） 
・面接協力者－UOW: 計 25 名（2015 年 6
月－10月），東海大学：5名（男性 2名，女



性 3名）（2016年 2月） 
 
【3】平成 28年度（2016.4.-2017.3.） 
研究 3 年目の平成 28 年度も引き続き，上記
（1）～（3）における大学 4校の教員養成プ
ログラムおよび TESOLプログラムを対象と
して，質問調査票，ポートフォリオ調査，面
接調査によるデータ収集・分析を行った。ま
た，UOW教育実習先 2校も訪問調査も行っ
た。 
 
[A]「英語教員の資質能力に関するアンケー
ト」（質問調査票とポートフォリオ調査） 
・質問調査票回答者―CSUN：29 名（2014
年 12月～2015年 3月），UOW：9名（2016
年 4月），東海大学：7名（2015年 2月），4
名（2016年 2月），3名（2017年 2月） 
・ポートフォリオ使用者―東海大学：25 名
（2015年 4月～2016年 1月），23名（2017
年 2月），和光大学：計 3名（2015年 4月～
2017年 2月） 
[B]「規準・基準に即した教員養成プログラム」
の実態調査（半構造化面接） 
・面接協力者－UOW: 25名（2015年 6月～
10 月），1 名（2016 年 8 月），UOW 教育実
習校：2名（2015年 8月～2017年 3月），東
海大学：5 名（2016 年 2 月），10 名（2016
年 12月），和光大学：1名 
[C]「TESOLプログラム」の実態調査（半構
造化面接） 
・UOW：修了生 1名，M1生 3名（2016年
8月～2017年 3月） 
 
【4】平成 29年度（2017.4.-2018.3.）（延長） 
当初の研究計画では，研究期間（平成 26 年
度～28年度）で得られたデータの収集・分析
を進める予定であったが，初年度に CSUNと
UOW のそれぞれの倫理委員会に対して「人
を対象とする研究」申請を行ったことに端を
発した研究計画全体の調整の結果，2017年 1
月に研究延長申請を行った。研究 4年目の平
成 29 年度には前年度までに収集したデータ
分析を中心に進め調査結果をまとめるよう
にした。 
 
[A]「英語教員の資質能力に関するアンケー
ト」（質問調査票とポートフォリオ調査） 
・ポートフォリオ使用者―東海大学：10 名
（2016 年 4 月～2018 年 1 月），和光大学：
計 1 名（2017年 4月～2018年 1月） 
 
[B]「規準・基準に即した教員養成プログラム」
の実態調査（半構造化面接） 
・面接協力者－東海大学：2名（2018年 1月） 
 
４．研究成果 
 
本研究の主な成果として特筆すべき 2点を以
下に挙げる。 
 

(1)米国と豪州 
 教員の専門性規準や教員養成スタンダー
ドを策定し，英語を母語とする米国と豪州に
は共通点がある。しかし，本研究において，
両国の言語（英語）教育政策には違いがあり，
その違いによって教職履修生やESL/TESOL
修士課程生の学びの実態にも違いがあるこ
とが浮き彫りになった。 
米国に関しては，基本的に国家としての明
確な言語政策はなく，また英語も公用語では
ない。しかし，世界共通語としての英語を国
語として学習するという（移民への）同化主
義による言語教育が行われている。教科内容
と教職専門性規準・基準に関して試行錯誤が
繰り返される中，2010 年 2 月に Common 
Core State Standard (CCSS) Initiatives（州
共通基礎スタンダード・イニシアチブ）によ
って mathematics（数学）と English 
language arts（英語科目）のためのスタンダ
ードが策定されている。CCSSはアメリカの
児童・生徒の PISAの読解力評価へ警鐘を鳴
らすものであり，No Child Left Behind
（NCLB）が求めたスタンダードよりも，も
さらに広義かつ高度なレベルの読解力を強
調し，cross-curricular literacy teaching（横
断カリキュラム的なリテラシー指導）を支援
するものである。例えば，CSUNの教育学修
士プログラムの SEC 695 シラバスでは
CCSSに準拠した作文指導を可能にする力を
身につけることが目標の 1つに挙げられてい
た。 
豪州でも，移民受け入れ政策と移民への英
語教育との関連が深く関わっている。1990
年以降，学校教育の成果と国の経済発展とを
密接に関連付ける目的のもと，豪州政府が重
要項目の 1つとして積極的に推進したのが英
語のリテラシー教育であり，多言語・他民族
主義に基づく言語教育政策をとっている。現
在，教育機関では教員に必要な資質・能力の
基準・スタンダードのもとで，教員養成課程
や教員研修が行われている。多様な学習者の
学びに与える教職専門性スタンダードの意
味・意義を具現化する形で UOWの教職課程
プログラムでの実践が行われていた。 
（2）日本 
 本研究では，日本の教員養成に関わる当事
者たちの間でも十分に関心があるとは言え
ない教員養成スタンダードに着目し，言語教
師のためのポートフォリオである J-POSTL
を使用することによって教職課程での学び
の過程の可視化を試みた。さらに，面接調査
を通して，非教員養成系・私立大学の英語科
教職履修生にとって教育実習の意味や意義
の一端が明らかになった。教育実習はその性
格から「研究的実習」と「入職見習い」とい
う両義性を持ち，しばしば大学側からも実習
校からも煩わしい厄介者のように扱われる
のが実情である。しかし，CSUN，UOW の
実践が示すように，教育実習（あるいはイン
ターンシップ）は大学，教育現場（小，中，



高の教育実習校），教育委員会の 3 者パート
ナーシップによって履修生の学びを支援す
るべき，重要な教育の営みである。日本の非
教員養成系・私立大学の英語科教職履修生に
とって教育実習が果たす役割に関して，抜本
的な見直しのための研究と検討が必要であ
る。 
以上，米国と豪州の言語（英語）教育政策
（とく豪州による「英語のリテラシー教育」
推進と「教職専門性スタンダード」策定）と，
日本の非教員系・私立大学の英語科教職課程
における学びの実態から，日本において，（1）
学校教育で育成すべき資質・能力を教職課程
や学校カリキュラムに位置付けて保障する
こと，（2）教科内容に関する学力・学習の質
（学びの深さ）を軸に汎用的能力との関係で
検討することが重要であることが明らかに
なった。英語を外国語として学ぶ EFL とい
う日本のローカルな文脈において，リテラシ
ーとグローバル・リテラシー，ひいてはコミ
ュニケーション能力の構成要素や育成方法
について，英語教育関係者や国民全体で共通
理解を持つことなしに，世界の人々とグロー
バル社会という文脈を共有することは困難
である。 
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